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7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

担当係名 町営住宅担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 町営住宅管理事業

担当
課所

課所名 建設課

29 年度 91 政策体系 予算区分 一般

総合振興計画
上の政策体系

政　策 人口を増加させ、住民が生き生きと暮らす活気あるまちづくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

基本施策 住宅の整備 総合戦略事業該当 該当

基本事業 町営住宅の整備と空き家対策 単独事業・補助事業 単独事業

任意的・義務的 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 施設維持管理事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

公営住宅法・小鹿野町町営住宅条例・規則、小鹿野町特定公
共賃貸住宅条例・規則、小鹿野町営住宅駐車場規則

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 7 4 1
№

町営住宅管理費
13

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

31 ～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）
①公営住宅等ストック総合改善事業
小鹿野町公営住宅等長寿命化計画に基づ
き実施。計画では施設が継続的な使用がで
きるよう外壁等の改修を行う。
②町営住宅維持管理事業
住宅の適切な維持管理を行うために必要な
手配、支払、借地の継続契約、火災共済の
加入、浄化槽管理、及び家賃徴収を行う。

　平成28年度新規入居者１４件（内公募５件）、公募住宅については、広報に掲載
し募集を行った。比較的古い住宅については随時募集で行っている。
滝原団地の汚水処理浄化槽の清掃を行った。1，927，584円

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

7

312

290

管理戸数(政策空家含) 戸 343 332 322 317

広報掲載 回 6 8 8 7

３１年度
（見込）

町営住宅申込数 件 25 24 30 30 30

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
　町営住宅は、住宅に困窮する低所得者、
その他住宅を必要とする人に対し低額な使
用料で賃貸し、生活の安定と社会福祉の増
進を図ることを目的としている。

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

入居者戸数 戸 298 285 290 290

新規入居 戸 23 14 21 21 21

３１年度
（目標）

空家戸数（政策空家除
く）

戸 13 21 10 10 10

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
①空家解消により住宅から活発なコミュニ
ティを実現、暮らし易い住環境を形成する。
②家賃滞納者を減らし、公正公平な公営住
宅の管理を図る。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

家賃通年滞納戸数 戸 18 16 17 16 16

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　低家賃、安全安心な住環境の提供と、適
正な住宅管理を実施することで、入居率の
向上を図る。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

入居率（政策空家除く） ％ 91 94 95 96 95

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円
県支出金 千円
地方債 千円
その他 千円 2,573 4,792 5,070 22,342

事業費計 千円 2,573 4,792 5,070 22,342 0
一般財源 千円

27
節 事業費 節 事業費 節 事業費

11 623 11 564 11 969
9 27 99 13 9 5

事業費 節 事業費

13 2,444

11 996

14 17,207

12 1,56212 188 12 2,134 12

205 22
13 1,545 13 1,884 13 2,532

1,337

20522 205 22
19 3
22 103

事業費
の内訳

千円

節

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 2,573 4,792 5,070 22,342

平成

昭和



　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

② 民間等への委託等を実施する（実施した方がよい）

④ 内容・進め方を見直す（見直した方がよい）

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　住宅に困窮する低所得者や、その他住宅を必要とする人に対し低額な使用料で賃貸す
ることにより、人々の生活の安定と社会福祉の増進を図ることを目的として、見直す必要
はない。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　低所得者向けの町営住宅の提供と、その住宅の適正な管理・運営により、転入・定住
促進を図り、住民が生き生きと暮らす活気あるまちづくりに資する事業である。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

B 委ねられる可能性があ
る

理由・
改善案

　町には民間賃貸住宅の空家が多くあり、これを公営住宅整備基準に適合している優良
な住宅においては、町営住宅として有効活用することも考えられる。また、民間ノウハウ
を活かす指定管理者制度も検討の余地がある。

　宅維持管理、修繕、家賃の徴収等により、事業費の削減余地はない。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A2 現行の受益者負担は
適正である

理由・
改善案

　町営住宅の維持管理費は住宅使用料により運用されている。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

B 成果向上の余地がある
程度ある

理由・
改善案

　家賃滞納者に対する督促、催告､臨戸訪問の強化することにより、公正公平な住宅の管
理を図り、快適な住環境を実現と、空き家の解消により、町営住宅から活発なコミュニティ
を実現、暮らし易い住環境を形成すること等により、入居希望者の増加を図る。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　民間経営による低所得者向け賃貸住宅はほとんどないことから、公共事業としての低所得者向け賃貸住宅の提供は今後も
必要とされ、終了することはない。ただし、著しい人口の減少と管理する住宅戸数から、空き家の増加が大きくなれば、町営住
宅事業も縮小する必要が生じてくる。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

② 民間等への委託等を実施する
（実施した方がよい）

④ 内容・進め方を見直す（見直し
た方がよい）

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　住宅管理の主な問題点は①家賃の滞納、②空家対策、③老朽化対策である。これらの対策には、多額の施設整備費と時間、労
力が必要となり、現状では滞納対策と、健全な財政支出のもと修繕をしていくこととなる。また、特記事項として入居希望者の住環
境評価は、施設のハード分野だけでなく、人とのつながりといったソフト分野が高まっており、より良い人との中で生活することを望
んでいる。このため住民参加による生活支援システムの確立が、満足度の高い住生活を実現していく上で重要とされる。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　国では新たな公営住宅供給の手法として、優良な民間住宅を有効活用することを推進している。この方式は土地取得費、建設費
等の多額の初期投資を必要とせず、効率的な公営住宅の供給を可能としている。また、指定管理者制度を導入し、より幅広い住宅
施策を展開する。家賃滞納対策としては、コンビニ納付などの多様な納付手段の導入により家賃滞納の解消を図る。

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

　町内の民間賃貸住宅は、老朽化している住宅が多く、優良な住宅のストックは難しい。また、近隣の
自治体でも実例が無く、ノウハウを取得するもの難しい。指定管理者制度については、大規模に住宅を
抱える自治体での導入事例はあるが、町の住宅規模ではメリットをよく検討したうえで導入を検討すべ
きである。

Ａ 現状維持（従来通り実施）
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7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

担当係名 町営住宅担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 町営住宅修繕事業

担当
課所

課所名 建設課

29 年度 92 政策体系 予算区分 一般

総合振興計画
上の政策体系

政　策 人口を増加させ、住民が生き生きと暮らす活気あるまちづくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

基本施策 住宅の整備 総合戦略事業該当 一部該当

基本事業 町営住宅の整備と空き家対策 単独事業・補助事業 補助事業

任意的・義務的 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 施設維持管理事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

公営住宅法・小鹿野町町営住宅条例・規則、小鹿野町特定公
共賃貸住宅条例・規則、小鹿野町営住宅駐車場規則

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 7 4 1
№

町営住宅修繕費
11

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

31 ～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）
①公営住宅等ストック総合改善事業
町営住宅等長寿命化計画に基づき実施。計
画では施設が継続的な使用ができるよう外
壁の改修を行う。
②老朽化住宅撤去事業
老朽化が進み政策空家となった住宅を除去
することにより適正な管理を推進する。
③住宅用煙感知器の設置
約10年前設置の煙感知機が耐用年数を向
かえることにより順次交換を行う。

①坂戸団地外部改修工事の実施、4棟14戸13,932,000円、国庫補助金4,332,000円
②老朽住宅撤去、滝原団地8軒、小沢口団地3軒解体した。4,335,120円
③住宅用煙感知器の設置事業、56個設置314,496円、補助金（火災共済機構）
81,700円

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

6

10

0

政策空家戸数 戸 34 24 15 10

外部改修工事 棟 2 7 7 6

３１年度
（見込）

管理戸数(政策空家含) 戸 343 332 322 317 312

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
①町営住宅322戸、特別公共賃貸住宅10戸
②政策空家32戸

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

煙感知器の設置 個 140 56 0 0

入居者戸数 戸 298 285 290 290 290

３１年度
（目標）

老朽化住宅撤去 戸 11 11 10 5 5

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
①管理上老朽化により危険が想定される住
宅を減らす。
②入居者が安全で快適に住むことができ
る。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

改修住宅戸数 戸 4 14 12 14 10

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　安心、安全で質の高い居住環境に整備さ
れた町営住宅を提供する。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

町営住宅申込数 件 25 24 30 30 30

入居率（政策空家除く） ％ 91 94 95 96 95

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円 2,496 4,332 6,405 5,040
県支出金 千円
地方債 千円 7,000 14,000 8,900
その他 千円 10,979 11,168 10,695 9,153

事業費計 千円 13,475 22,500 31,100 23,093 0
一般財源 千円

3,297
節 事業費 節 事業費 節 事業費

15 10,280 13 432 13 500
11 3,200 1111 2,881 11 3,419

事業費 節 事業費

16 396

13 0
15 19,40016 315 15 18,268 15

16 381 16 400
27,000

事業費
の内訳

千円

節

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 13,475 22,500 31,100 23,093

平成

昭和



　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

④ 内容・進め方を見直す（見直した方がよい）・町営住宅等長寿命化計画による外部改修終了後、内部修繕としてバリアフリー化を検討する。試
行的に空家の畳部屋の１室を、ストックしている材料を利用し、段差のないフローリングの床にする
予定。このフローリング化した住宅の入居者の反応をみて、今後もバリアフリー化を計画する。
・また、老朽化した政策空家の解体を進め、団地全体をどのように統廃合するか考え、100戸壊した
ら10戸新築というような計画を立てていく。そこに若者単身者向けの１K住宅が数戸できるように検
討する。

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　町営住宅は、経過年数に伴い老朽化して危険個所も増加していて、入居者が快適安全
に生活できるようようにするため、妥当。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　入居者が快適に生活する住環境の提供は、生き生きと暮らす活気あるまちづくりに資す
る事業である。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

①町営住宅は公営住宅法により管理する自治体が維持修繕を実施する。
②町の所有する町営住宅は、町が修繕等を実施する。

①老朽化している住宅の施設整備費は増加するばかりで削減余地はない。
②住宅管理、修繕、家賃の徴収等の削減余地はない。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 受益者負担は求める
必要がない

理由・
改善案

　入居者は、公営住宅法により定められた住宅使用料（家賃）を支払っているので、受益
者負担は必要ない。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

　類似する事業はない。

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

B 成果向上の余地がある
程度ある

理由・
改善案

　町営住宅は築年数の経過した住宅が多く、設備や間取りが時代遅れとなっており、この
ような住宅には応募が少ない。今後、身体機能の低下等に対応した住宅の改修ができれ
ば入居者の増加につながる。また若者単身者向けの1K住宅もあれば定住促進に貢献で
きる。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　年々老朽化する町営住宅は修繕箇所が増え、町営住宅の適正な維持管理には修繕事業は継続的に行う。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

④ 内容・進め方を見直す（見直し
た方がよい）

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　町営住宅の老朽化対策を含めた整理、統合の検討については、今後の小鹿野町の人口流入を見極めた上で、定住促進対策とし
て、若者が単身で居住できるような住宅の建設など、整備計画の策定を検討していく。現状としては、保有する町営住宅を町財政の
健全な支出に即して町営住宅の維持管理を進める。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　入居希望者は子育て世代も多いが、通学距離が遠い住宅では申込が少なく、商業地域に遠い住宅では高齢者に不便である。さ
らに、高齢者の入居希望が増加することをふまえ、バリアアフリーに対応した住宅も求められている。また、１Kくらいの小さい部屋
があれば若者単身者が入りやすい。このようなことから、町営住宅は既存住宅の改修工事だけでなく、整理、統合により低所得者
及び若者単身者向けの住宅をニーズに即した施設整備事業として推進する。

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

　町営住宅用地の確保が困難。現入居者の移転補償。人口の減少。事業費の確保が困難とされる。解
決策① 民間賃貸住宅の活用：民間賃貸住宅の空住戸を有効活用する。公営住宅整備基準に適合して
いるなど優良な住宅ストックを活用する。②住替え：老朽化した住宅から既存住宅への住替え

Ａ 現状維持（従来通り実施）



年 月

1 5 55 7 1 1 98

1

5

55

7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

担当係名 土木建築担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 民間住宅補助事業

担当
課所

課所名 建設課

29 年度 93 政策体系 予算区分 一般

総合振興計画
上の政策体系

政　策 自然と歴史に囲まれた住みよい生活環境整備 実施計画事業・一般事業 一般事業

基本施策 住宅の整備 総合戦略事業該当 該当

基本事業 施設・設備の整備の推進 単独事業・補助事業 補助事業

任意的・義務的 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 補助・支援事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

建築物の耐震改修の促進に関する法律
小鹿野町木造住宅耐震補助金交付要綱

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 7 1 1
№

民間住宅補助事業費
98

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

26 ～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）
　社会資本整備総合交付金を利用し、旧耐
震基準で建築された、民間木造住宅の耐震
促進を図るため耐震診断、耐震改修に要し
た費用の一部を補助する。診断の補助金の
額は、住宅１戸につき、耐震診断に要した費
用の額に２分の１を乗じて得た額とし、５万
円を限度とする。耐震改修の補助金の額
は、耐震改修に要した費用の額に３分の１
を乗じて得た額とし、２０万円を限度とする。

　補助制度について、小鹿野町のホームページへ掲載、広報誌で周知を行った。
①耐震診断相談・補助金交付件数　0件
②耐震改修相談・補助金交付件数　0件

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

4

10

5

耐震診断補助交付 件 0 0 3 10

広報掲載 回 1 1 2 4

３１年度
（見込）

耐震改修相談者 件 0 0 5 15 15

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
①耐震診断：昭和５６年５月３１日以前に着
工された在来軸組工法又は枠組壁工法に
よる一戸建住宅
②耐震改修：診断による上部構造評点等が
1.0未満又は地盤等基礎が安全でないと判
断されたもの

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

耐震改修補助交付 件 0 0 0 5

３１年度
（目標）

耐震診断補助交付 件 0 0 10 10 10

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
　旧耐震基準で建築された既存建築物の地
震に対する安全性の向上を図る。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

耐震改修補助交付 件 0 0 5 5 5

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　国や埼玉県の耐震改修促進計画における
目標で平成32年度までに住宅の耐震化率
95％を踏まえ、耐震化の指導強化により、
計画的に耐震化の促進を図る。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

木造住宅耐震化率 ％ 56.1 65.8 75.5 85.3 95.0

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円 0 0 750 250
県支出金 千円 0 0
地方債 千円 0 0
その他 千円 0 0

事業費計 千円 0 0 1,500 500
一般財源 千円 0 0 750 250

500
節 事業費 節 事業費 節 事業費
19 1,500 1919 0 19 0

事業費 節 事業費

事業費
の内訳

千円

節

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 0 0 1,500 500

平成

昭和

平成

昭和



　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

④ 内容・進め方を見直す（見直した方がよい） 住民に対して耐震化の必要性や効果についての意識啓発、周知を図るため広報掲載回数を1回か
ら2回に増やす。埼玉県で実施している木造住宅の無料耐震診断の周知を上記に合わせて行う。
類似事業であるリフォーム補助事業と耐震事業を関連づけできるよう関係課と連携・調整を図る。
補助額については、近隣市町村の動向を踏まえ検討する。

⑤ 他事業との統合･連携を実施する（実施した方がよい）

⑦ 受益者負担を見直す（見直す方がよい）

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　補助対象や意図は妥当である。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　旧耐震基準で建築された、民間木造住宅の耐震促進を図り、地震に強い住宅を整備
し、災害に強いまちづくりを推進する事業である。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

　自ら建築物の安全性を確保することが原則だが、耐震促進を図り地震に強い住宅を整
備し、災害に強いまちづくりを推進するため、町は、耐震改修の促進を実施しなければな
らない。

　耐震化率を向上させるためには、補助額を増やすことが必要と考えられるが、利用者が
増えればより事業費が必要となる。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

B 現行の受益者負担を見
直す必要がある

理由・
改善案

　現行の補助金の利用はゼロ件であり、目的の達成が見込めないため、補助要件を見直
し、補助額を増やす必要がある。補助額については、近隣市町村と連携し改定していく必
要がある。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

B 類似する事務事業があ
り、統合・連携の可能性が
ある

理由・
改善案

類似する事務事業名 住宅リフォーム資金助成事業

　リフォーム補助金は町単独費でリフォーム全般に交付しており、このリフォーム補助金に
耐震強度のある建築物のみ補助金を交付する等の条件を付ければ、おのずとリフォーム
に合わせて耐震改修を行う人が増える可能性がある。

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

B 成果向上の余地がある
程度ある

理由・
改善案

　補助制度や周知方法を見直す必要がある。
　補助金の額を増やし、ホームページや広報誌の掲載を増やし、防災無線等で周知を行
う。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　国や県の住宅の耐震改修率の目標が平成32年度までに95％と改定されたため、町も県に準じて平成32年度までに95％を目
標化する。耐震化率100％の時点での事業終了が理想である。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

④ 内容・進め方を見直す（見直し
た方がよい）

⑤ 他事業との統合･連携を実施
する（実施した方がよい）

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　耐震化に要する建築費用は多額となるが、補助制度の活用により費用負担を軽減し、広報やＨＰなどで耐震化についての情報提
供やＰＲ活動を積極的を行い、耐震化の促進を図る。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

④ホームページや広報の掲載を年１回から、掲載回数を増やし、耐震化の必要性や効果についての意識啓発を図る。⑤リフォーム
補助金と連携し、リフォームに合わせて耐震改修を推奨する。

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

　住民が、耐震化の必要性を理解し、町全体の耐震化を実行していくための、意識啓発を図る。また、リ
フォーム補助金と連携し、リフォームにあわせて耐震化が図れるよう推進する。本事業における補助金
額については、近隣自治体の動向を確認しながら調整を行う。

Ａ 現状維持（従来通り実施）



年 月

1 2 48 7 1 1 23

1

2

48

7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

担当係名 土木建築担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 生活道整備事業補助事業

担当
課所

課所名 建設課

29 年度 94 政策体系 予算区分 一般

総合振興計画
上の政策体系

政　策 自然と歴史に囲まれた住みよい生活環境整備 実施計画事業・一般事業 一般事業

基本施策 地域整備 総合戦略事業該当 該当

基本事業 生活道路の整備促進 単独事業・補助事業 単独事業

任意的・義務的 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 補助・支援事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町生活道整備事業補助金交付要綱

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 7 1 1
№

生活道整備事業補助金
23

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

19 ～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）
　生活道の整備を促進し、住民の日常生活
の利便性、及び公共の福祉向上に資するた
め、生活道の整備を行う者に対し、補助金を
交付することを目的とする。補助額は、対象
経費の10分の5以内の額とし、100万円を限
度とする。補助金の交付は原則として、一生
活道につき一回限りとする。補助要件(1)現
に一般の用に供されているもの(2)幅員は、
1.8メートル以上(3)5年以上経過(4)利用する
住居2戸以上

　生活道の改善に寄与する補助金として、現に困窮している町民に交付金の利便
性を説明するとともに、新規転入者の住宅取得にも、当補助金利用を促し、定住者
の促進を図った。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

1

2補助交付件数 件 0 0 1 2

広報掲載 回 0 0 1 1

３１年度
（見込）

検討・相談者 人 1 1 2 2 2

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
①住宅から幹線道路の間の生活道に不便
を感じている町民

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（目標）

補助交付件数 件 0 0 2 2 2

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
①安全安心で快適な生活道路の整備 成果指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　生活道の整備により、新規住宅の建築の
増加、定住者の促進を図る。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

新築戸数(専用住宅) 戸 26 26 30 30 30

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円
県支出金 千円
地方債 千円
その他 千円

事業費計 千円 0 0 1,000 1,000 0
一般財源 千円 0 0 1,000 1,000

1,000
節 事業費 節 事業費 節 事業費
19 1,000 1919 0 19 0

事業費 節 事業費

事業費
の内訳

千円

節

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 0 0 1,000 1,000

平成

昭和



　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

④ 内容・進め方を見直す（見直した方がよい）広報や町ホームページにより、本制度の周知を図った。

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　補助金の対象要件、補助上限額は適当であり、見直す必要はない。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　生活道の改善に寄与する補助金として、現に困窮している町民に交付金の利便性を説
明するとともに、新規転入者の住宅取得にも、当補助金を促し、定住者の促進を図る事業
である。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

　本来は、生活者が幹線道路までの道路を折半して整備すべき事業でもあるが、町の生
活環境の促進として実施すべき事業である。

　補助要件上限１００万円としているが、予算も１００万円であり、１件満額の交付希望が
あれば終了してしまう。また、年間を通して希望者も少ないため、現予算が適切である。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A2 現行の受益者負担は
適正である

理由・
改善案

　補助率5/10は適当とし、見直す必要はない。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

　類似する事業はない。

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

B 成果向上の余地がある
程度ある

理由・
改善案

　本補助金の周知をしていないので、広報等の周知により、交付希望者は増加する可能
性はある。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　希望者が継続して無いようであれば、終了する可能性はある。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

④ 内容・進め方を見直す（見直し
た方がよい）

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　この制度は、建設課に相談に来庁する方にしか説明をしていない状況なので、広報等で広く制度の周知をはかり、公平公正な制
度として検討しなければならない。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　生活道路改修の相談者のみに説明をしているため、広報等で広く制度の周知を図る。

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

Ｂ 改善・見直しを進める



年 月

1 3 48 7 2 2 19

1

3

48

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 135,923 141,089 204,130 72,464

事業費
の内訳

千円

節

17 745 17 1,346 17
22 1,055 22 312 22 2,600

30,730
22 2,784

15 57,400
17 6,780

事業費

15 108,097 15 108,464 15 140,100
13 3,700 1313 26,026 13 30,967

事業費 節 事業費
事業費計 千円 135,923 141,089 204,130 72,464 0
一般財源 千円 18,518 34,747 33,292 15,084

5,500
節 事業費 節 事業費 節

地方債 千円 76,400 62,800 104,600 50,600
その他 千円 31,030 6,780

41,005 43,542 35,208
県支出金 千円

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円

1,300 1,150 3,000 1,500

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　町道幹線道路（１級、２級）における改良済
道路の比率（H27年度　改良済延長37561ｍ
/未改良延長11180ｍ）

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

改良済道路比率 ％ 75 76 77 78 80

道路工事実施延長 ｍ 616 74 284 200 200

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
　道路改良工事・舗装工事の推進 成果指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

舗装工事実施延長 ｍ 1,218

３１年度
（目標）

232,769

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
町道総延長：232,769ｍ
１級町道：24,403ｍ
２級町道：25,840ｍ
その他町道：182,527ｍ

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

200

1,500舗装工事実施延長 ｍ 1,218 1,300 1,150 3,000

道路工事実施延長 ｍ 616 74 284 200

３１年度
（見込）

町道総延長 ｍ 231,451 232,769 232,769 232,769

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

17 ～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）
　道路網の整備を図るため、町認定道路に
関して管理、保全等をし、もつて交通の発達
に寄与し、公共の福祉を増進することとして
いる。
○橋梁定期点検事業
○橋梁長寿命化修繕事業
○坂戸地区公共残土活用事業
　29年度：用地買収
　30年度：排水設備工事
　31年度：残土受入開始

　町道９９号線舗装工事ほか４件の舗装工事を実施。町道１７８号線道路改良工事
ほか１件の道路改良工事を実施

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 7 2 2
№

町単独道路整備事業費
19

基本事業 生活道路の整備促進 単独事業・補助事業 補助事業

任意的・義務的 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 施設等整備事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町道路の構造の基準等を定める条例
道路法

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

総合振興計画
上の政策体系

政　策 自然と歴史に囲まれた住みよい生活環境整備 実施計画事業・一般事業 一般事業

基本施策 道路網の整備 総合戦略事業該当 非該当

担当係名 土木建築担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 道路整備推進事業

担当
課所

課所名 建設課

29 年度 95 政策体系 予算区分 一般

7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

平成

昭和



４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　現在の町の道路整備事業は、主要道路の改良事業がほぼ整備できているので、今後は、公共施設等総合管理計画に基づく個別
施設計画により、現道幅の舗装修繕に重点を置き、、快適な交通環境の提供を進めることが望ましい。ただし、町の土木技術職員
は少なく、かつて秩父県土整備事務所に派遣された職員も限られており、今後の土木事業推進が滞る可能性もあるので、土木技術
職員の育成を図ることが重要となる。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　土木技術の向上は、数少ない県技術センターで行われる研修会では足りず、また、町の工事発注量も少なく、設計書の作成機会
も減って技術も身につかない。このため、以前に実施していた秩父県土整備事務所への職員派遣（2年間）を再び行い、土木技術の
スキル向上を図り、適正な道路管理と工事監督、設計をすることで、土木行政の成果向上を図る。

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

　秩父県土整備事務所への職員派遣に関する調整が必要

Ａ 現状維持（従来通り実施）

理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　恒久的に道路のメンテナンスは実施していかなければならない。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

④ 内容・進め方を見直す（見直し
た方がよい）

　町道の管理者（町）が実施すべき事業である。

　現状の予算範囲内で道路の維持修繕することは、管理する町道の規模からすると、最
低限の事業費である。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 受益者負担は求める
必要がない

理由・
改善案

　受益者負担はない。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A2 類似する事務事業はあ
るが、統合・連携できない

理由・
改善案

類似する事務事業名 林道・農道整備事業

　農林道整備担当者における必要な技術的能力はほぼ同じであり、統合連携が可能に
思えるが、国の諸官庁が別なことや、統合し管理範囲が広大になると、一つの課で事業を
担当することが困難、また、農林道は地域振興の事業として位置づけられている。

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

B 成果向上の余地がある
程度ある

理由・
改善案

　土木技術に求められる能力は年々難しくなっており、職員の負担は多い。このため、県
による土木技術研修等に積極的に参加し、スキル向上を図り、適正な道路管理、設計を
することで、土木行政の成果向上を図る。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

A 削減の余地はない

④ 内容・進め方を見直す（見直した方がよい）県による土木技術研修等に積極的に参加し、スキル向上を図り、適正な道路管理、設計し、土木行
政の成果向上を図った。

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　見直す必要はない。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　町道の改良、舗装工事を推進し、安全安心な交通環境に資する事業である。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）



年 月

1 1 40 2 1 5 21

1

1

40

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 783 4,087 3,971 3,840

22 1,20022 1,200

事業費
の内訳

千円

節

1,000 17 980
19 44 19 44

22 42 17

13 626 16 100 11

21 16
17 93 17 944 13 1,440

72

10019 21 19
13 1,320

9 36

16 99

11 81

事業費

11 28 13 2,963 9 35
1 80 19 15 11 17

事業費 節 事業費
事業費計 千円 783 4,087 4,271 3,840 0
一般財源 千円 783 2,384 4,271 2,826

80
節 事業費 節 事業費 節

地方債 千円
その他 千円 992

県支出金 千円 1,703 22

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　町内に存在する４ｍ未満の道路（２項道
路）を４ｍ道路にし、安全で良好な居住環境
の向上を図り町外からの移住・定住の促進
を図る。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

新規建築戸数(全種) 件 39 39 50 50 50

道路後退件数 件 4 6 10 10 10

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
　道路のセンターより２ｍ後退により、将来
に渡って４ｍの幅員を確保し、安全で良好な
道路網にすることを目的とする。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

10

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
　町道、農道及び林道等の区域や国有道路
敷等の認定外道路の区域に隣接する場所
に建物を建築することを検討している者

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

10道路後退件数 件 4 6 10 10

３１年度
（見込）

建築予定者 件 4 6 10 10

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

9 ～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）
　建築基準法第４２条第２項に指定されている道
路に接する敷地において建築などを行うときは、
建物や塀などを道路の中心から２ｍ後退させる
こととなっている。これは、人や車両の通行の円
滑化、生活環境の維持を図るうえで必要であり、
緊急車両の進入や延焼予防、地震による通路確
保など、居住環境の向上を図る目的で実施す
る。　また、道路後退が連続することで、道路拡
幅工事が早期に実現できる。

道路後退の関係について、件数は前年度より2件増加の6件実施。
買収面積113.09㎡、買収金額943,829円

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 2 1 5
№

都市計画推進事業
21

基本事業 都市計画の推進 単独事業・補助事業 単独事業

任意的・義務的 義務的事業

実施方法 直営

事業分類 その他町民に対する事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

建築基準法
建築行為に係る後退用地等整備要綱

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

総合振興計画
上の政策体系

政　策 自然と歴史に囲まれた住みよい生活環境整備 実施計画事業・一般事業 一般事業

基本施策 土地利用の推進 総合戦略事業該当 非該当

担当係名 都市計画担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 都市計画推進事業（道路後退事業）

担当
課所

課所名 建設課

29 年度 96 政策体系 予算区分 一般

7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

平成

昭和

平成

昭和



４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　道路後退用地を全て寄付により提供することに協力を得られない場合が多いことや、本来、町道や林道は管理者である町が用地
買収をして拡幅し、通り易い道路にするべきとされ、寄付による土地の提供は困難と思われる。このため、現状の進め方で都市計
画の事業を進める。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　道路後退用地の取得を道路の種類によって、売買と寄付に分けるのは公平ではない。さらに申請者の生活道路としての位置づけ
から、受益者の負担（寄付）により道路用地を提供されることが望ましい。

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

　道路後退の幅を広くすることや、寄付による後退用地の提供は、協力を得られない可能性があり、新
規建築戸数の減少や、定住者減少の可能性もある。このため、都市計画の目的を広くPRし定住希望者
の理解を深め、適正な事業推進を図る。

Ａ 現状維持（従来通り実施）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　平成９年より都市計画を全町の一部に適応したが、住宅の新築に応じて対応する事業なので、町の健全な発展と秩序ある道
路整備を実現するうえで今後も終了の予定はない。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

⑦ 受益者負担を見直す（見直す
方がよい）

理由・
改善案

　都市の健全な発展と秩序ある整備を図り、もつて国土の均衡ある発展と公共の福祉の
増進に寄与することを目的とする都市計画法に遵守する街づくりを進めるために、町で実
施すべき事業である。

　新築件数が、最近減少してきているが毎年幅があるので、ある程度事業費は確保した
い。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

B 現行の受益者負担を見
直す必要がある

理由・
改善案

　現行は町道林道農道の認定道路は買取、赤道の場合は寄付による道路拡幅である
が、赤道だけ受益者負担を求める適正な根拠はなく、外自治体でもはまちまちである。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

　類似する事業はない。

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　建築者の申し出により、建築基準法による道路後退の措置が決まるので、成果向上の
余地は無い。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

③ 対象・意図を見直す（見直した方がよい）前年度の評価では、道路後退に必要とする道路幅を４ｍとしていることについて、車両の交互通行
ができないとして幅員を見直す必要があるとしたが、山間部の当町では交通量も少なく、4mを越える
道路後退の要求は難しく、現状の４ｍとする道路後退が妥当である。また、道路後退の受益者負担
については、他市町の実施状況を調査し、検討する。

⑦ 受益者負担を見直す（見直す方がよい）

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　安全性及び防災の面などで、４ｍ以上の道路の確保が望ましいのであるが、現状町で
は山間地域のため交通量は少なく、現道路後退の基準は妥当である。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　町内に存在する４ｍ未満の道路（２項道路）を４ｍ道路にし、安全で良好な居住環境の
向上を図る。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）



年 月

1 1 44 7 1 2 13

1

1

44

7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

担当係名 管理用地担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 地籍調査事業

担当
課所

課所名 建設課

29 年度 129 政策体系 予算区分 一般

総合振興計画
上の政策体系

政　策 自然と歴史に囲まれた住みよい生活環境整備 実施計画事業・一般事業 一般事業

基本施策 土地利用の推進 総合戦略事業該当 非該当

基本事業 土地の計画的な管理 単独事業・補助事業 補助事業

任意的・義務的 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 その他町民に対する事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

国土調査法

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 7 1 2
№

地籍調査事業費等
13

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

17 ～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）
地籍調査は、国土調査法に基づき一筆ごと
の土地について所有者・地番・地目・境界・
面積等を正確に調査・測量し、その成果か
ら地図及び簿冊を作成する事業である。小
鹿野町全域が対象地域となっており、現在
長若区域の調査を行っている。
（旧小鹿野町にて平成6年度から実施）

・般若９地区（C・D・E・FⅠ・FⅡ-１工程）0.66k㎡
・般若８地区（FⅡ-２・G・H工程）0.63ｋ㎡

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

0.46
一筆地調査面積（E工
程）

ｋ㎡ 0.63 0.66 0.80 0.60

３１年度
（見込）

町内面積 ｋ㎡ 171.26 171.26 171.26 171.26 171.26

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
小鹿野町全域（１７１．２６ｋ㎡）の土地にか
かる所有者・地番・地目・境界・面積

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

土地筆数 筆 98,745 98,951 99,286

３１年度
（目標）

一筆地調査面積（E工
程）

ｋ㎡ 0.63 0.66 0.80 0.60 0.46

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
土地の境界、面積の明確化を図る 成果指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
地籍調査を行った成果物は国より承認を受けた
後、法務局に送付し登記がなされる。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

成果認証済面積（法務局送付面積） ｋ㎡ 11.20 11.65 12.22

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円
県支出金 千円 12,900 14,325 18,517 18,517
地方債 千円
その他 千円

事業費計 千円 22,503 19,606 28,977 28,977 0
一般財源 千円 9,603 5,281 10,460 10,460

0
節 事業費 節 事業費 節 事業費

7 310 7 20 7 360
1 0 11 162 1 0

11 1,536

7 360

12 111
11 1,469 11 1,310 11 1,536

62 9 629 41 9 38 9

13 17,388 13 17,851 13
12 102 12 60 12 111

22 2,000

24,609 13 24,609

2,000
299 14 29914 298 14 298 14

0

事業費
の内訳

千円

節 事業費 節 事業費

22 2,733 22 29 22

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 22,503 19,606 28,977 28,977

平成

昭和



　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

地籍調査の成果を法務局に送付することにより、土地の境界、面積の明確化が図られて
いる。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

地籍調査を実施することにより、土地境界、面積の明確化が図られ、その成果が土地利
用や管理に寄与される。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

法令（国土調査法）により実施主体が定められている。

事業費の削減により事業の進捗が遅れることとなるため。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 受益者負担は求める
必要がない

理由・
改善案

受益者負担はない。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

類似する事務事業はない。

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

予算、職員体制が限られている状況下では現状維持が妥当。しかし、町の方針として今
後事業をより推進し進捗を上げていくならば、予算、職員体制を見直し事業量を増やすこ
とも可能。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
補助金の減額や他の理由により事業の遂行が困難と判断された場合。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】
 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

調査実施済み地域が全域のわずか約７％である状況であり、早期完了を目指し事業の進捗を上げるべきところである。しかし、現
在の職員体制、予算状況では、現状の事業量で継続していくのが妥当とおもわれる。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

Ａ 現状維持（従来通り実
施）



年 月

1 3 48 7 1 1 15

1

3

48

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 3,046 2,538 4,500 3,200

事業費
の内訳

千円

節 事業費 節 事業費

4,500

事業費
13 4,500 1312 3,046 13 2,538

4,500
事業費計 千円 3,046 2,538 4,500 3,200 4,500
一般財源 千円 3,046 2,538 4,500 3,200

3,200 13 4500
節 事業費 節 事業費 節

地方債 千円
その他 千円

県支出金 千円

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円

96,188 96,348 96,348 96,348

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
道路管理事務の円滑化。
正確な町道の情報を提供できる。
地方交付税算定の基礎資料としても使用す
る。（地方交付税法第１２条）

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

道路台帳の総道路延長 ｍ 231,408 231,450 232,930 232,930 232,930

旧小鹿野 ｍ 135,052 135,262 136,581 136,581 136,581

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
管理する道路の現況を把握し、道路管理者
が道路管理事務を円滑に行うとともに、道路
台帳利用者に適切な情報を提供する。
将来的に道路台帳の統合、電子化を目指
す。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

旧両神 ｍ 96,356

３１年度
（目標）

232,930

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
道路台帳 対象指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

旧両神 470 － 160 －

1,500

1,000

500

旧小鹿野 1,070 789 1,440 800

道路台帳補正を行った
道路延長

ｍ 1,540 789 1,600 800

３１年度
（見込）

道路台帳の総道路延長 ｍ 231,408 231,450 232,930 232,930

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

17 ～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）
道路法第２８条に基づき、町道認定されてい
る道路の台帳を整備し、前年度施工した道
路改良工事など、変更のあった箇所につい
て、業者委託により台帳補正を行う。

※道路法第２８条（抜粋）…　１　道路管理者
はその管理する道路台帳（以下本条におい
て「道路台帳」という。）を調製し、これを保管
しなければならない。

実施延長
旧小鹿野町：７８９．８m（毎年台帳補正を行う）
旧両神村：Ｈ２８年度は無し（１年おきに台帳補正を行う）

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 7 1 1
№

道路台帳管理費
15

基本事業 生活道路の整備促進 単独事業・補助事業 単独事業

任意的・義務的 義務的事業

実施方法 委託

事業分類 その他町民に対する事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

道路法第２８条

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

総合振興計画
上の政策体系

政　策 自然と歴史に囲まれた住みよい生活環境整備 実施計画事業・一般事業 一般事業

基本施策 道路網の整備 総合戦略事業該当 非該当

担当係名 管理用地担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 道路台帳管理事業

担当
課所

課所名 建設課

29 年度 130 政策体系 予算区分 一般

7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

平成

昭和

平成

昭和



４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】
 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　予算の問題が解決できれば、道路台帳の統合や電子化も行うことが出来ると思われるが、現状で予算の確保は難しい。業者との
相談や、他の市町村の事例なども調査しつつ、現段階では現状維持で実施する。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）
　・道路台帳の統合
　・道路台帳の電子化

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

　道路台帳の統合は、現在の予算では厳しい。現在委託している業者は二社あるが、どちらの業者に委
託するかという課題もある（どちらも基礎データを保有している）。　複数の業者と相談し、基礎データの
共有などが出来れば、将来的には予算を抑えて一社に統合することも可能だと思われる。また、道路台
帳を電子化しＧＩＳなどに表示できれば、より円滑に業務を行えると思われる。

Ａ 現状維持（従来通り実
施）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　小鹿野町が町として存続できなくなった場合。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

④ 内容・進め方を見直す（見直し
た方がよい）

理由・
改善案

　道路法第２８条により道路台帳の調製・保管は、道路管理者が行うとあるため。

　成果を低下させずに事業費・人件費を削減するのは難しいと思われる。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 受益者負担は求める必
要がない

理由・
改善案

　現状で見直す必要はないと思われる。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

　類似する事務事業はない。

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

C 成果向上の余地がかな
りある

理由・
改善案

　道路台帳の統合を考えている。現在、旧小鹿野町はアジア航測株式会社、旧両神村は
株式会社パスコで委託業者が分かれており、それぞれが基礎データを保有しているため
業者の統合は難しいと思われる。また、両社で仕様も異なるため、調査回答の時に集計し
纏める手間がかかる。どちらか１社にすると基礎データをゼロから作成することになり予算
がかかるが、将来的には１つに統合した方が管理側にも利用側にも良いと思われる。ま
た、将来的に道路台帳の電子化も視野に入れていく必要があると思われる。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　現状のとおりでよいと思われる。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　道路台帳を整備することで、道路管理区域の明確化が図られ、その成果が土地利用や
管理に寄与される。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）


